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１ ．は じ め に
　周知のように，２0１１年 ３ 月に起きた東日本大震災とそれによる東京電力福島第一原子力発電所
事故によって，我が国のエネルギー政策は根底から見直しを迫られた．国内の原発は，東日本大
震災の影響や定期点検等のために運転が停止された．その結果として生じた電力供給不足によっ
て，「節電」が国を挙げてのスローガンとなり，東京電力管内では計画停電が実施された．２0１２年
₆ 月，野田佳彦総理大臣（当時）は関西電力管区における同年夏季の電力不足のために大飯原発の
３ 号機と ４ 号機を再稼働することを決定した．その結果，２0１２年 ₇ 月に両基は再稼働されたが，翌
年 ₉ 月には ２ 基とも定期点検のために運転を停止し，２0１３年 ₉ 月１₆日から２0１５年 ₈ 月１0日まで再
び国内で稼働する原発はゼロとなった．２0１５年 ₈ 月１１日川内原発 １ 号機が再稼働して原発ゼロの
状態は終わり，２0１₆年 ₈ 月現在，国内で稼働中の原発は川内原発 １ 号機 ２ 号機と伊方原発 ３ 号機
の ３ 基である．
　一方，再生可能エネルギーに関しては，２0１２年 ₇ 月に普及を促進するために固定価格買取制度
（FIT）が導入された．２0１₆年 ₉ 月 ２ 日付の日本経済新聞は，猛暑が続いたにもかかわらず２0１₆年
₈ 月に電力需給が安定した要因として，節電の定着や新電力会社への契約切り替えとともに，再
生可能エネルギーの普及をあげている１）．さらに，太陽光発電の総出力が前年比 ２ 割増の
３３,000MW となり，年間で原発 ₆ 基分の電力を発電できるようになったことを報じている．
　このように再生可能エネルギーは我が国のエネルギー供給において着実に導入が進んでいるが，
福島事故以降，原発のリスクが改めて問題視されたことも相まって，再生可能エネルギーの普及
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を巡っては，これまでさまざまな議論がなされてきた．震災直後に再生可能エネルギーを軸とし
たエネルギーシステム改革の方向を１１名の著者たちで主張した植田・梶山編（２0１１），固定価格買
取制度による国民負担の増大に対して懸念を示した朝野（２0１１），原発のリスクを問題視し，再生
可能エネルギーの普及による脱原発を主張した大島（２0１１，２0１２），エネルギーと一次産品の＂地産
地消＂を提唱しベストセラーにもなった藻谷（２0１３），再生可能エネルギーの導入を支持しつつも選
択肢として原子力の利用を残すことを明確に主張した茅・山地・秋元（２0１４），固定枠（RPS）制
度と固定価格買取制度との理論的な比較分析を基づいて再生可能エネルギーによる福島の復興を
主張した大平（２0１₆）など，枚挙にいとまがない．今後の日本のエネルギー・ミックスの方向に関
して，原子力のリスクと経済性を問い再生可能エネルギーの拡大を主張する立場から，コストや
不安定性から再生可能エネルギーの限界を懸念して原発の維持を主張する立場まで，活発な議論
がなされてきた．
　日本国内では福島事故以降，上述のように依然としてエネルギー政策の方向が定まっていない
が，図 １ に示されるように世界では再生可能エネルギーの拡大が急速に進んでいる．世界全体の
太陽光発電の設備容量は２000年の１.３GW から２0１５年の２３0.₆GW へ，風力発電の節容量は２000年の
１₇.₉GW から２0１５年の４３４.₇GW へ拡大した．山家（２0１３）が指摘するように，我が国の再生可能エ
ネルギー政策は「ほとんど周回遅れでいわゆるガラパゴス状態」なのは事実であるにしても２），先
行する欧州諸国の経験を学びつつ再生可能エネルギーを推進していくことが望まれる．その際に，
再生可能エネルギーの高コスト性や不安定性を考慮すれば，再生可能エネルギーの普及が経済に
どのような影響を与えるかという点にも注意する必要がある．こうした影響面に関しては，しば
しば産業連関分析を通じて雇用や GDP への波及効果が分析される（環境省（２00₉），石川・中村・
松本（２0１２），稗貫・本藤（２0１３））．もちろん，そうした分析も有益ではあるが，再生可能エネル
ギーの不安定さと高コストを考慮すれば，再生可能エネルギーの普及が一国のマクロ経済全体の
効率性にどのような影響を及ぼすかを分析する必要があるのではないだろうか．
　一般的に再生可能エネルギーがマクロ経済の効率性にどのような影響を与えるかに関して検討
した実証分析は意外に少ない．筆者の知る限り，Chien and Hu （２00₈）と Halkos and Tzeremes 
（２0１３）があるだけである．Chien and Hu （２00₈）は，４５か国のデータを用いて，再生可能エネル
ギー消費量を説明変数として包絡分析法（data envelopement analysis, DEA）を用いて算出された
効率値を回帰分析することで，再生可能エネルギーは効率性に正の影響を与えているという結果
を得ている．Halkos and Tzeremes （２0１３）は，本稿と最も密接に関連する研究であるが，ノンパ
ラメトリック推定を取り入れた DEA によって再生可能エネルギーが経済効率に与える影響を分析
した．彼らは，労働と資本を投入，GDP を産出として，２0１0年のヨーロッパ諸国２５か国をデータ
２ ）　山家（２0１３）， ₉ ページ．
再生可能エネルギーとマクロ経済の効率性に関する実証分析（本間） 47
を用いて分析している．実証分析の結果は，再生可能エネルギーの消費水準が低い場合には経済
効率に正の影響を与えるが，逆に再生可能エネルギーの消費水準が高い場合には負あるいは中立
の影響を与えるというものであった．また，その影響は地域特性の乖離に依存するとしている．
彼らの分析は，欧州諸国の２0１0年のクロスセクション・データに限定されていることや再生可能
エネルギー消費量以外の説明変数が用いられていないことから，限界を有する点は否めない．そ
こで，本稿では，１₉₉１年から２0１２年までの１１₇か国のデータを用いて，再生可能エネルギーの利用
が経済の効率に与える影響を確率フロンティア分析（stochastic frontier analysis, SFA）を適用し
て分析する．本稿の目的は，最終エネルギー消費に占める再生可能エネルギーの比率（以下，再エ
ネ比率）が高まるとき，経済全体の効率性に正の影響を与えるのか負の影響を与えるのかを世界
データに基づいて評価することである．その目的のために，DEA と代替的な効率性評価手法であ
る SFA を用いる．
　SFA は，Aigner et al.（１₉₇₇）と Meeusen and van den Broeck（１₉₇₇）によって考案された，
パラメトリックな効率性評価の手法である．エネルギー研究において，SFA はさまざまな研究者
によって適用されてきた．Filippini and Hunt（２0１１）は OECD 諸国のエネルギー効率を評価し
ている．また，Stern（２0１２）は SFA を用いて₈５か国のエネルギー効率を計算し，非効率の決定要
因を分析する．Zhou et al.（２0１２）は，Shephard 型のエネルギー距離関数を用いることによって，
パラメトリックにフロンティアを推定するアプローチを提案する．また，Hu（２0１３）は Zhou et al. 
図 １ 　世界全体の再生可能エネルギーの累積設備容量
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　注）設備容量は各年末の時点の数字である．
出所）British Petroleum （２0１₆）より作成．
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（２0１２）のクロスセクションモデルをパネルデータモデルに拡張して台湾の地域エネルギー効率を
評価する．最近では，技術格差が存在する場合に SFA で効率性を評価するモデルを発展させた
Battese et al.（２00４）のメタフロンティア・アプローチを用いて，Lin and Du（２0１３）も Zhou た
ちのモデルを拡張して，国の地域エネルギー効率をパネルデータによる SFA で推定している．た
だし，彼らは非効率の決定要因については分析していない．Honma and Hu （２0１４）は，Zhou et al. 
（２0１２）で考案された SFA によるエネルギー効率の評価モデルに Battese and Coelli （１₉₉５）を統
合した推定方法を試みて，我が国の４₇都道府県に適用した．その結果，県内総生産に占める製造
業の割合，とりわけ鉄鋼業，化学工業，窯業，非鉄金属業，紙・パルプ製造業といったエネルギー
集約産業の割合がエネルギー効率に有意に負の影響を及ぼしていることを示した．以上のように，
SFA はエネルギー効率の研究で幅広く用いられてきたが，これらの研究とは異なり，本稿ではマ
クロ経済の効率性に再生可能エネルギーが与える影響を分析するために SFA を適用する．
　本稿の構成は以下の通りである．第 ２ 節では，本稿で用いられる SFA による推定方法を説明す
る．第 ３ 節では，分析に使用するデータを説明する．第 ４ 節では，推定結果を示し，再生可能エ
ネルギーの拡大が経済効率に与える影響を明らかにする．また，サンプルを先進国と発展途上国
に分けた分析も行う．第 ５ 節はまとめである．
２ ．SFA モデル
　本稿の実証分析で用いられる SFA モデルを説明しよう．生産関数は一般的なコブダグラス型生
産関数を仮定する．推定式は次のようになる．
　　　lnYit ＝ β0＋ β１lnLit ＋ β２lnKit ＋ εit ,　i ＝１,...N,　t ＝１,...T　　　　　　　　　　　（ １ ）
ここで，Y は実質 GDP，L は労働，K は資本，i は国，t は期間である．ただし，通常の回帰分析
と異なって，誤差項を
　　　εit ＝ vit －uit　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ ２ ）
と定義する．vit は平均がゼロで分散がσ２v の正規分布に従う統計的ノイズである．また，uit は非
効率項を表し，vit とは独立な確率分布を仮定する．Battese and Coelli（１₉₉５）は非効率項の期待
値 μit を外生要因のベクトル zit の関数
　　　uit ＝ zit δ＋ wit　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ ３ ）
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として定式化して，生産関数の推定式と（ ３ ）式を同時推定するモデルを提唱した３）．ただし，wit
は平均がゼロ，分散が σ２u の切断正規分布に従う．（ ３ ）式の zit は効率性に影響を与える外生変数
のベクトルで，それらは環境変数（environmental variables）あるいは z 変数（z-variables）とよ
ばれる．δは推定すべきパラメータのベクトルである．彼らのモデルは，非効率の決定要因を生産
関数と同時推定できるという利点を有している．ここで，uit は平均が μit で分散が σ２u の切断正規
分布に従う非効率を表す．SFA では，vit と uit に関して独立な分布を仮定して，パラメータを最尤
法で推定することで非効率性を求める．vit と uit の分散 σ２v と σ２u は，実際には直接求めるのではな
く計算上の都合から σ２　＝ σ
２
v ＋ σ
２
u と γ＝ σ
２
u ／（σ
２
v ＋ σ
２
u）とパラメータを置き直して求められる．
　本稿では，非効率の決定要因を表す推定式（ ３ ）は，具体的には，
　　　uit ＝ δ0＋ δ１RSit ＋ δ２ RS２it ＋ δ３Tit ＋ δ４Pit ＋ wit，　　　　　　　　　　　　　　　（ ４ ）
とおかれる．ここで，RS は再エネ比率，T は貿易開放度（＝（輸出額＋輸入額）／GDP），P は民主
主義の程度，wit は正規分布に従うホワイトノイズである．ここで，（ ４ ）は非効率項を表すので，
右辺の各変数に関して正の係数は，その変数の増加が非効率を増大させる要因となることに注意
する．RS の ２ 乗項を入れたのは，Halkos and Tzeremes （２0１３）では再生可能エネルギーが経済
効率に非線形の影響を考慮していたからである．本稿で関心のある推定値は再エネ比率の １ 次項
と ２ 次項の係数である δ１と δ２の符号である．いくつかの可能性が考えられるが，特に係数 δ１，δ２に
関して 0 ＜－δ１／（ ２ δ２）＜ １ が満たされるとき，δ２＜ 0 （δ２＞ 0 ）であるならば，再エネ比率が効
率性に及ぼす影響は非線形で，－δ１／（ ２ δ２）でピーク（ボトム）をもつ逆 U 字型（U 字型）となっ
て，再エネ比率が－δ１／（ ２ δ２）よりも小の場合にはその拡大は経済を非効率化（効率化）させる影
響を与え，－δ１／（ ２ δ２）よりも大の場合には効率化（非効率化）させる影響を与えることになる．
それ以外のケースでは，δ１＝ δ２＝ 0 でない限り，効率性は再エネ比率の単調増加関数あるいは単調
減少関数となる．特に δ１≠ 0 かつ δ２＝ 0 の場合には，効率性と再エネ比率の関係は線形となる．
　T と P は国際貿易と政治の影響をコントロールするために推定式に入れられた変数である．国
際貿易の自由化は経済に正の影響を与えるならば貿易依存度の符号は負となると予想できる．一
方，民主主義が経済のパフォーマンスに与える影響には法の整備や政策決定の透明性，公的部門
の腐敗防止などといったプラス面と利益集団によるレントシーキングや財政赤字の累積などと
いったマイナス面の両方がある．従って，Polity 指数の係数の符号は予想しないことにする．
３ ）　Battese and Coelli（１₉₉５）モデルより以前には，SFA で得られた効率値を被説明変数として非効率要
因の変数で回帰する ２ 段階推定がしばしば行われた．このような ２ 段階推定の統計的な問題点について
は Fried et al.（２00₈, p. ３₉）を参照．
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３ ．デ　ー　タ
　本稿の実証分析で用いたデータの出所は以下の通りである．データのサンプル期間は１₉₉１年か
ら２0１２年までの２２年間で，サンプル国は先進国と発展途上国を幅広く含む１１₇か国である４）．投入
の労働と資本ストック，産出の実質 GDP は Penn World Table version ₉.0から得た５）．一方，非
効率性の説明変数のうち，再エネ比率と貿易開放度は世界銀行の World Development Indicators 
２0１₆から得た．また，民主主義の程度を示す変数 P は Polity IV プロジェクトによって構築された
Polity 指数を用いた．Polity 指数は統治制度を－１0（世襲君主制）から＋１0（安定した民主主義制）
まで段階的に評価した指数である₆）．再エネ比率，貿易開放度，Polity 指数は欠損値を含むことか
ら，本稿で用いるデータセットはアンバランスド・パネルデータである．各変数の基本統計量は
表 １ の通りである．図 ２ は再エネ比率のヒストグラムである．区間0.₈５－0.₉に ２ つ目のピークがあ
るが，この周辺には水力発電の依存度が大きい国々が集中している．
４ ）　サンプル国については，付録の表 A １ を参照．
５ ）　PWT₉.0は２0１₆年 ₆ 月に公開された．http://www.rug.nl/research/ggdc/data/pwt/ を参照（２0１₆年 ₈ 月
１₈日アクセス）．
₆ ）　くわしくは Polity IV プロジェクトのサイトを参照（http://www.systemicpeace.org/polity/polity４.
htm）（２0１₆年 ₈ 月１₈日アクセス）．
表 １ 　基本統計量
変　数 単　位 観測数 平　均 標準偏差 最　小 最　大
実質 GDP
百万米ドル
（２0１１年価格）
２,５₇４ ５0₈,１５４ １,５３３,２₆0 ２₉３ １.５₉E⧻0₇
労働 百万人 ２,５₇４ ２１.２₆３ ₇₈.５₉１ 0.１₇１ ₇₈₈.₈₇１
資本ストック
百万米ドル
（２0１１年価格）
２,５₇４ １,₈４₆,₉４0 ５,0２₆,₇₈₈ ２,４４₆ ５.４₇E⧻0₇
再生可能エネ
ルギー比率
比率 ２,５４４ 0.３₆５ 0.３１₆ 0.0000₈２₆ １.000
貿易依存度 比率 ２,５２₈ 0.₇₉₉ 0.４₉１ 0.000２１ ４.３₉₇
Polity 指数 比率 ２,５₇１ ４.５４₉₉₈１ ５.₉１₉₉0４ －１0 １0
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４ ．分 析 結 果
4.１　全サンプルの分析結果
　分析の結果は表 ２ の通りである₇）．労働と資本の対数値の係数はいずれも １ ％水準で統計的に有
意で，その合計値１.0２４は １ に近いことからコブダグラス型生産関数がよくフィットしているとい
える．ただし，本稿の目的は（ １ ）式の生産関数の推定ではなく非効率要因を説明する（ ３ ）式の
推定であるので，以下では非効率決定要因の係数に注目する．
　再エネ比率の １ 次項を入れたモデル A では，その係数は ５ ％水準で統計的に有意に正となって
いる．（ ３ ）より正の係数は非効率を増大させる要因であることに注意すると，再エネ比率の上昇
は経済効率に負の影響を及ぼしているといえる．再エネ比率の １ 次項と ２ 次項を入れたモデル B
では， １ 次項が正で １ ％水準で統計的に有意， ２ 次項も正となっているが有意ではない．
　表 ３ はモデルの特定化テストの結果である．ここでは，L（H0）を帰無仮説の尤度，L（H１）を対立
仮説の尤度とするとき，尤度比検定統計量－２（ln（L（H0））－ ln（L（H１））が自由度 J のカイ ２ 乗分布
に従うことを利用する．ただし，J は両者のパラメータの数の差である．再エネ比率が経済効率に
影響しないという帰無仮説（δ１＝δ２＝ 0 ）は，再エネ比率を入れずに計算したモデルの対数尤度－
１,0₈0.₇１４を用いて検定すると，強く棄却される．従って，再エネ比率が経済効率に影響を与える
₇ ）　SFA の推定では，Coelli（１₉₉₆）の Frontier ４.１を使用した．
図 ２ 　サンプル１１₇か国の再生可能エネルギー比率のヒストグラム（１₉₉１－２0１２年）
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といえる．一方，その影響が線形かどうかは，線形である（従って， ２ 次項の係数δ２はゼロである）
とする帰無仮説は棄却できない．そもそも表 ２ で再エネ比率の ２ 次項が有意でないし，モデル A
と比較してモデル B はわずかしか対数尤度が増えていないことからも，再エネ比率が経済効率に
与える影響は線形であると判断するのが妥当であろう．以上から，本稿ではモデル A を正しい特
定化として選択することにする．ただし，算出された効率値についてモデル A とモデル B の相関
係数は0.₉₉以上で，ほとんど違いがない．各国の効率値は付録の表 A １ に掲載した₈）．
　先行研究である Chien and Hu （２00₈）の実証分析の結果は，先進国と発展途上国を含む４５か
国・地域に関して再生可能エネルギーの拡大が DEA で評価した経済の効率性に正の相関をもつこ
₈ ）　本稿の目的は，経済効率と再エネ比率との関係であって，効率性自体は分析の中心的な対象ではない
が，サンプル全体の平均と日本の効率値を付録の図 A １ に示した．本稿のサンプル期間は，いわゆる
「失われた２0年」にほぼ対応することから，世界の平均効率値が上昇しているのに対して，日本の効率値
は１₉₉１年の0.₉２２から２0１２年の0.₈₇₇までほぼ一貫して低下傾向を示している．本稿のテーマとは離れる
が，この図からも日本経済を長期停滞から脱出させて，持続的成長を実現することが我が国の喫緊の課
題であることが明らかである．
表 ２ 　全サンプルの推定結果
モデル A モデル B
変数 係数 t 値 係数 t 値
定数 １.₆３３ ＊＊＊ ２１.₉₆₆ １.₆３２ ＊＊＊ ２３.４４₆
ln 労働 0.２₆３ ＊＊＊ ３４.₈５４ 0.２₆２ ＊＊＊ ３４.４３４
ln 資本 0.₇₆１ ＊＊＊ １２２.₉３₈ 0.₇₆１ ＊＊＊ １３0.₈１₉
定数 －₇.２４₇ ＊ ⊖１.₈２２ －₇.00１ ＊＊ －２.２１１
再生可能エネルギー比率 ５.₉₆５ ＊＊ ２.２３0 ５.２₉₈ ＊＊＊ ２.₇２４
再生可能エネルギー比率の２乗 0.５２₉ 0.₆５３
貿易依存度 0.0₇₉ 0.３１₈ 0.0₈１ 0.３２４
Polity 指数 －0.0₆₈ ＊ ⊖１.₈₆₇ －0.0₆₆ ＊＊ －１.₉₈１
σ２ １.₇0₈ ＊＊ ２.0３₆ １.₆₇５ ＊＊＊ ２.５₉₉
γ 0.₉₆₈ ＊＊＊ ₆３.４₆0 0.₉₆₈ ＊＊＊ ₈２.１0１
対数尤度 －₉₉５.２４₆ －₉₉５.１₉₆
観測数 ２,５₇４ ２,５₇４
効率性平均値 0.₇₆３ 0.₇₆２
注）＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ １ ％， ５ ％，１0％水準で有意であることを示す．
表 ３ 　全サンプルの特定化テスト
帰無仮説 ln（L（H0）） ln（L（H１）） 尤度比検定統計量 ５ ％臨界値
δ１＝ δ２＝ 0 －１,0₈0.₇１４ －₉₉５.１₉₆ １₇１.0３₆ ５.₉₉１
δ２＝ 0 　　 －₉₉５.２４₆ －₉₉５.１₉₆ 0.１0１ ３.₈４１
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とを示している．モデル A の結果はこれとは逆であるが，その理由として，彼らのモデルと我々
とのモデルとの間には，サンプル期間・国，効率性を評価するアプローチ，実証分析の変数など
の点で大きな違いが存在することがあげられる．
　最後に，コントロール変数の符号についてみておこう．貿易依存度の係数の符号は予想とは逆
に正であるが，有意ではない．一方，Polity 指数はモデル A では１0％水準で，モデル B では ５ ％
水準で統計的に有意でかつ負の符号を示しており，民主主義の充実が経済の非効率を低下させる
ことを示している．
4.２　先進国・発展途上国別の分析結果
　本稿のサンプル１１₇か国には先進国も発展途上国も含まれるが，両者では再エネ比率が経済に与
える影響は異なる可能性が考えられる．そこで，頑健性の確認のためにサンプルを先進国と発展
途上国にわけて分析を行うことにしよう．ただし，本節ではサンプル期末時点（２0１２年）で経済協
力開発機構（OECD）加盟国３２か国を先進国，非加盟国₈５か国を発展途上国とする．
　表 ４ は先進国のみの推定結果である．先進国だけのサンプルにおける特定化を示した表 ５ では，
表 4 　先進国（３２か国）の分析結果
モデル C モデル D
変数 係数   t 値 係数 　　t 値
定数 ３.５₈₈ ＊＊＊ ₉.₉３３ ４.３₇２ ＊＊＊ １３.５₆₈
ln 労働 0.４４₆ ＊＊＊ ２0.５１0 0.４₆0 ＊＊＊ ２１.２₈２
ln 資本 0.₆４３ ＊＊＊ ３１.₉₇１ 0.₆２４ ＊＊＊ ３２.0１５
定数 0.₈₉₇ ＊＊＊ ４.４１１ １.４0２ ＊＊＊ ₈.₆３２
再生可能エネルギー比率 －0.４₉₉ ＊＊＊ ⊖５.0１２ 0.１₈₉ １.１0₉
再生可能エネルギー比率の２乗 －１.３５５ ＊＊＊ －４.３0₆
貿易依存度 －0.１１₆ ＊＊＊ ⊖５.４３₉ －0.１0５ ＊＊＊ －４.₉0１
Polity 指数 0.00１ 0.１₆₉ －0.00２ －0.２４２
σ２ 0.0３５ ＊＊＊ １₆.２５１ 0.0３４ ＊＊＊ １₈.₆₉₉
γ １.000 ＊＊＊ ４.₇１₈ 0.000 ＊＊＊ ５.₆₉３
対数尤度 １₈５.₆１３ １₉５.₇４５
観測数 ₆３₈ ₇0４
効率性平均値 0.４₈５ 0.２₇₉
注）＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ １ ％， ５ ％，１0％水準で有意であることを示す．
表 ５ 　先進国（３２か国）の特定化テスト
帰無仮説 ln（L（H0）） ln（L（H１）） 尤度比検定統計量 ５ ％臨界値
δ１＝ δ２＝ 0 １５５.２₉２ １₉５.₇４５ ₈0.₉0₆１₆    ５.₉₉１　　
δ２＝ 0 　　 １₈５.₆１３ １₉５.₇４５ ２0.２₆４0₈    ３.₈４１　　
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再エネ比率が経済効率に影響しないという帰無仮説（δ１＝δ２＝ 0 ）は強く否定され，その影響が
線形であるという帰無仮説（δ２＝ 0 ）も否定される．従って，再エネ比率の ２ 次項を含む表 ４ の
モデル D が支持される． １ 次項の係数は有意ではないが， ２ 次項の係数は １ ％有意水準で統計的
に有意である． １ 次項と ２ 次項の係数がそれぞれ正と負であることは再エネ比率が非効率に関し
て非線形の関係を持つこと意味する． １ 次項の係数は有意ではないが，係数に基づいて転換点を
求めると－δ１／（ ２ δ２）＝0.0₇となる．従って，再エネ比率が ₇ ％を下回っている状態では再生可
能エネルギーの拡大は経済を非効率化する要因となるが， ₇ ％を上回る状態では逆に効率化する
要因となることを示している．これは，欧州２５か国を分析した，本稿の先行研究である Halkos 
and Tzeremes （２0１３）とは逆の結果である．彼らの分析結果は，再生可能エネルギーはその消費
量が低い水準では経済効率に正の影響を及ぼすが，消費量が高い水準では経済効率に負あるいは
中立的な影響を与えるというものであった．このような違いが生じた理由として，先に述べたよ
うにデータとアプローチが大きく異なっていたことが考えられる．彼らが２0１0年のクロスセク
ション・データを DEA で分析したのに対して，我々は１₉₉１－２0１２年のパネルデータを SFA で分析
したからである．
　表 ₆ は発展途上国だけのサンプルによる分析結果である．ただし，推定において１₉₉１年から
２0１２年までの２２年間では最尤法による推定が収束しなかったので，サンプル期間を １ 年縮小して
１₉₉２年から２0１２年までの２１年間としている．発展途上国だけのサンプルにおける特定化を示した
表 ₇ では， ２ つの帰無仮説 δ１＝ δ２＝ 0 は強く棄却されるが，δ２＝ 0 は ５ ％水準をわずかに上回って
表 ６ 　発展途上国（₈５か国）の分析結果
モデル E モデル F
変数 係数 　t 値 係数 　t 値
定数 ２.0₈₈ ＊＊＊ １₇.0₇0 ２.１0１ ＊＊＊ １５.₇₆４
ln 労働 0.２₈３ ＊＊＊ ２４.₈0４ 0.２₈２ ＊＊＊ ２３.５₈５
ln 資本 0.₇１₆ ＊＊＊ ₆₇.３１３ 0.₇１₇ ＊＊＊ ₆２.１0２
定数 －４.₈₈₇ ＊ ⊖１.₇0₇ －３.３１２ ＊ －１.₉0３
再生可能エネルギー比率 ４.４２₉ ＊＊ ２.１₇４ １.１１₉ ＊ １.₇３₈
再生可能エネルギー比率の２乗 ２.２₆₈ ＊＊ ２.３４４
貿易依存度 0.0３５ 0.１₆２ 0.00₇ 0.0₆₉
Polity 指数 0.00５ 0.４₉４ 0.00₉ 0.₇２２
σ２ １.１２₇ ＊＊ ２.0₉２ 0.₉３₇ ＊＊＊ ２.３₈５
γ 0.₉３５ ＊＊＊ ２₉.₉₉２ 0.₉２４ ＊＊＊ ２₉.１１４
対数尤度 －₈₈0.５₇₇ －₈₇₈.₆５５
観測数 １,₇₈５ １,₉３₆
効率性平均値 0.₇４₆ 0.₇２５
注）＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ １ ％， ５ ％，１0％水準で有意であることを示す．
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棄却される．従って，再エネ比率の ２ 次項を含む表 ₆ のモデル F が支持される．けれども，先進
国の結果と異なり， １ 次項と ２ 次項の係数の符号は両方とも正であることから，再エネ比率の拡
大は経済の非効率を招くことが示唆される．ただし， ２ つ係数の有意性は ２ 次項は ５ ％水準で統
計的に有意だが， １ 次項の係数は１0％水準で有意である．
５ ．お わ り に
　本稿では１₉₉１年から２0１２年までの２２年間，１１₇か国に関して，再生可能エネルギー比率がマクロ
経済の効率性に与える影響を確率フロンティア分析（stochastic frontier analysis, SFA）を用いて
分析した．実証分析の結果をまとめると，サンプル全体では再エネ比率の拡大は経済を非効率さ
せるという結果が得られた．けれども，先進国と発展途上国に分けて分析を行うと，結論は少し
違ってきて，先進国だけのサンプルでは，再エネ比率が経済効率に与える影響は非線形で， ₇ ％
を境にして非効率化要因から効率化要因に転換する．一方，発展途上国だけのサンプルでは，再
エネ比率の拡大は経済の非効率化を招くという結果となった．
　以上のように，本稿の分析結果は概して再エネ比率の上昇はマクロ経済の効率性に関して負の
影響を及ぼすことを示しているが，この結果は再生可能エネルギーの利用促進を否定する意味す
るわけではない．言うまでもなく，再生可能エネルギーの利用は，温室効果ガスの排出を削減し，
枯渇性資源を保全することで社会厚生を高める．まだ環境面だけでなく，Awerbuch and Sauter 
（２00₆）が指摘するように，再生可能エネルギーの増加は石油価格の変動が GDP に与える負の影
響を緩和する効果もある．天然資源に乏しい我が国はこの点からも，再生可能エネルギーの拡大
が政策的に促進されるべきであろう．
　最後に，本稿の分析の限界について述べておきたい．第 １ に，推定式（ １ ）において各国の切片
が共通であることからも明らかなように，本稿の推定では個別効果は考慮されていないことであ
る．このことは，経済主体のもつ時間不変の異質性と時間変動する非効率が区別されていないこ
とを意味する．この問題に対して，Greene（２00５ab）や Wang and Ho （２0１0）によって SFA で個
別効果を扱うモデルが提唱された．本稿のデータセットでも彼らのモデルでの推定を試みたが，
最尤法による推定が収束せずに結果が得られなかったり，不安定な結果しか得られなかったりし
たために，個別効果を考慮に入れた推定は断念した．第 ２ に，再生可能エネルギーを一括りにし
表 ７ 　発展途上国（₈５か国）の特定化テスト
帰無仮説 ln（L（H0）） ln（L（H１）） 尤度比検定統計量 ５ ％臨界値
δ１＝ δ２＝ 0 －₉４１.₈₈１ －₈₇₈.₆５５ １２₆.４５２ ５.₉₉１
δ２＝ 0 　　 －₈₈0.５₇₇ －₈₇₈.₆５５ ３.₈４５ ３.₈４１
56
て扱っている点である．本稿では先行研究の Chien and Hu （２00₈）と Halkos and Tzeremes 
（２0１３）に従って各種の再生エネルギーを区別することなく分析したが，再生可能エネルギーにも
地形的に導入が容易な水力発電や発展途上国の農村部で暖房や調理に使用される伝統的バイオマ
ス燃料もあれば，FIT 等によって政策的な後押しが必要な太陽光発電や風力発電もある．これら
の性格の異なる再生可能エネルギー利用の影響をとらえるために，再生可能エネルギーに関する
変数の選択に関しては改善の余地があるといえる．第 ３ に，残念ながら本稿の分析結果からだけ
では，一国の経済の中でどのような経路を通じて再エネ比率の上昇がマクロ経済の効率性に負の
影響を及ぼすのかはわからないことである．再生可能エネルギーの弱点としてよく指摘される，
（ １ ）発電量が天候や時間に左右されて不安定であること，（ ２ ）エネルギー密度が低いこと，（ ３ ）
資源分布が偏在していること，（ ４ ）FIT による普及策が電気料金の上昇を引き起こすこと，など
がマクロ経済の非効率を招くと考えられるが，これらの要因が経済にどのように負の影響を及ぼ
すのかは一層の分析が必要とされる．今度の課題として，再生可能エネルギーがマクロ経済の非
効率を招く経路と，そうした負の影響を軽減させるためにはどのような政策的措置が必要なのか
が検討されなければならない．
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付　　　録
図 A １ 　サンプル全体の平均と日本の効率性の推移
出所）効率値は筆者の計算（本文のモデル A）による．
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表 A １ 　サンプル国の効率性と再生可能エネルギー比率（１₉₉１⊖２0１２年の平均）
国　名 効率値 再生可能エネルギー比率
１ アイルランド＊ 0.₈₉３ ︵１₇︶ 0.0３１ ︵１0４︶
２ アルジェリア 0.₈５₇ ︵３１︶ 0.00４ ︵１１₆︶
３ アルゼンチン 0.₈₉₉ ︵１３︶ 0.１0１ ︵₈４︶
４ アルバニア 0.₈２４ ︵４₈︶ 0.４0₇ ︵４₇︶
５ アルメニア 0.₉0₆ ︵ ₈ ︶ 0.0₈₆ ︵₈₆︶
₆ アンゴラ 0.４３４ ︵１１３︶ 0.₆₈₈ ︵２₇︶
₇ イエメン 0.₇１４ ︵₈₆︶ 0.0１３ ︵１１１︶
₈ イスラエル＊ 0.₉１４ ︵ ３ ︶ 0.0₆₇ ︵₉３︶
₉ イタリア＊ 0.₈２５ ︵４₇︶ 0.0₆0 ︵₉５︶
１0 イラク 0.₇３５ ︵₈２︶ 0.00₈ ︵１１３︶
１１ インド 0.₆３₆ ︵１00︶ 0.５0２ ︵３₈︶
１２ インドネシア 0.４５₆ ︵１１１︶ 0.４５２ ︵４５︶
１３ ウガンダ 0.₇４₆ ︵₈0︶ 0.₉４２ ︵ ２ ︶
１４ ウクライナ 0.₆₇２ ︵₉₆︶ 0.0１５ ︵１１0︶
１５ ウルグアイ 0.₇₈４ ︵₆５︶ 0.４１₆ ︵４₆︶
１₆ 英国＊ 0.₈₆２ ︵２₈︶ 0.0１₆ ︵１0₉︶
１₇ エクアドル 0.₇５₉ ︵₇５︶ 0.１₇３ ︵₇２︶
１₈ エジプト 0.₉２１ ︵ ２ ︶ 0.0₇５ ︵₉１︶
１₉ エストニア＊ 0.₇₇₉ ︵₆₈︶ 0.２0１ ︵₆₇︶
２0 エルサルバドル 0.５₇₉ ︵１0５︶ 0.４₈５ ︵４２︶
２１ オーストラリア＊ 0.₉0１ ︵１２︶ 0.0₇₈ ︵₈₉︶
２２ オーストリア＊ 0.₈５0 ︵３₈︶ 0.２₆₈ ︵₆１︶
２３ オランダ＊ 0.₈５５ ︵３４︶ 0.0２２ ︵１0₇︶
２４ ガーナ 0.₆₈₈ ︵₉３︶ 0.₆₉₈ ︵２₆︶
２５ カザフスタン 0.₇₉₇ ︵₆１︶ 0.0１₈ ︵１0₈︶
２₆ カナダ＊ 0.₈₉１ ︵１₈︶ 0.２0₇ ︵₆₆︶
２₇ ガボン 0.₇₈４ ︵₆₆︶ 0.₇２１ ︵２４︶
２₈ カメルーン 0.₇₆３ ︵₇３︶ 0.₈３２ ︵１₆︶
２₉ 韓国＊ 0.₈₈₈ ︵１₉︶ 0.00₉ ︵１１２︶
３0 ガンビア 0.₈５₇ ︵３２︶ 0.４₉₉ ︵３₉︶
３１ カンボジア 0.₇₉₉ ︵₆0︶ 0.₇₇₇ ︵２１︶
３２ キプロス 0.₈３４ ︵４４︶ 0.0３₆ ︵１0２︶
３３ ギリシャ＊ 0.₈１₉ ︵５３︶ 0.0₈４ ︵₈₇︶
３４ キルギスタン 0.₈₉４ ︵１５︶ 0.２₆２ ︵₆２︶
３５ グアテマラ 0.₈１２ ︵５₇︶ 0.₆３₆ ︵３0︶
３₆ クロアチア 0.₈３５ ︵４２︶ 0.１₆₆ ︵₇３︶
３₇ ケニア 0.₇₈₇ ︵₆４︶ 0.₇₉₆ ︵１₉︶
３₈ コスタリカ 0.₉0₉ ︵ ₆ ︶ 0.３₇２ ︵５0︶
３₉ コロンビア 0.₈２４ ︵４₉︶ 0.２₉₈ ︵５₉︶
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４0 コンゴ民主共和国 0.₆₈３ ︵₉５︶ 0.₉₇0 ︵ １ ︶
４１ サウジアラビア 0.₈２0 ︵５２︶ 0.000 ︵１１₇︶
４２ ザンビア 0.２₉₆ ︵１１₆︶ 0.₈₉₇ ︵ ₈ ︶
４３ シエラレオネ 0.₇₆₆ ︵₇２︶ 0.₈₇₈ ︵１１︶
４４ ジャマイカ 0.５₆４ ︵１0₆︶ 0.１１２ ︵₈２︶
４５ シンガポール 0.₈0₆ ︵５₈︶ 0.00５ ︵１１５︶
４₆ ジンバブエ 0.₆₉５ ︵₉２︶ 0.₇２５ ︵２３︶
４₇ スイス＊ 0.₈₇２ ︵２３︶ 0.１₈₉ ︵₆₈︶
４₈ スウェーデン＊ 0.₈５４ ︵３５︶ 0.３₈４ ︵４₉︶
４₉ スペイン＊ 0.₈２１ ︵５0︶ 0.0₉₇ ︵₈５︶
５0 スリランカ 0.₈00 ︵５₉︶ 0.₆４₉ ︵２₉︶
５１ スロベニア＊ 0.₈２₉ ︵４₆︶ 0.１４４ ︵₇₆︶
５２ スワジランド 0.₇0２ ︵₈₉︶ 0.５５４ ︵３₆︶
５３ セネガル 0.₇0１ ︵₉0︶ 0.４₈４ ︵４３︶
５４ タイ 0.₇１２ ︵₈₈︶ 0.２２₈ ︵₆５︶
５５ タジキスタン 0.２₆₆ ︵１１₇︶ 0.５₇１ ︵３３︶
５₆ チェコ＊ 0.₇５２ ︵₇₇︶ 0.0₆４ ︵₉４︶
５₇ 中国 0.₇₆３ ︵₇４︶ 0.２５₉ ︵₆３︶
５₈ 中央アフリカ 0.４３５ ︵１１２︶ 0.₈₇２ ︵１２︶
５₉ チュニジア 0.₈２0 ︵５１︶ 0.１４３ ︵₇₇︶
₆0 チリ＊ 0.₈₈２ ︵２0︶ 0.３２0 ︵５₇︶
₆１ デンマーク＊ 0.₈５0 ︵３₇︶ 0.１３２ ︵₇₉︶
₆２ ドイツ＊ 0.₈₆₈ ︵２５︶ 0.0５５ ︵₉₈︶
₆３ トーゴ 0.₆４２ ︵₉₈︶ 0.₇₇２ ︵２２︶
₆４ トリニダード・トバゴ 0.₆0２ ︵１0４︶ 0.00₈ ︵１１４︶
₆５ トルコ＊ 0.₉0₇ ︵ ₇ ︶ 0.１₈１ ︵₆₉︶
₆₆ ナイジェリア 0.５0₆ ︵１0₈︶ 0.₈₆２ ︵１５︶
₆₇ ナミビア 0.₈５４ ︵３₆︶ 0.３４３ ︵５４︶
₆₈ ニカラグア 0.₇４₉ ︵₇₈︶ 0.５₈１ ︵３２︶
₆₉ ニジェール 0.３₆３ ︵１１５︶ 0.₈₈５ ︵ ₉ ︶
₇0 日本＊ 0.₈₉５ ︵１４︶ 0.0４0 ︵１00︶
₇１ ニュージーランド＊ 0.₉0５ ︵ ₉ ︶ 0.２₉３ ︵₆0︶
₇２ ネパール 0.₆３0 ︵１0１︶ 0.₉0１ ︵ ₇ ︶
₇３ ノルウェー＊ 0.₈₇₈ ︵２２︶ 0.５₈₇ ︵３１︶
₇４ ハイチ 0.４５₇ ︵１１0︶ 0.₇₉１ ︵２0︶
₇５ パキスタン 0.₈３４ ︵４５︶ 0.４₉５ ︵４0︶
₇₆ パナマ 0.₉0１ ︵１１︶ 0.３２２ ︵５₆︶
₇₇ パラグアイ 0.₇４₈ ︵₇₉︶ 0.₆₈₆ ︵２₈︶
₇₈ ハンガリー＊ 0.₈１₉ ︵５４︶ 0.0₆0 ︵₉₆︶
₇₉ バングラデシュ 0.₇３１ ︵₈３︶ 0.５５₈ ︵３５︶
₈0 フィージー 0.₈₉４ ︵１₆︶ 0.１３３ ︵₇₈︶
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₈１ フィリピン 0.₇₈３ ︵₆₇︶ 0.３５４ ︵５２︶
₈２ フィンランド＊ 0.₈３５ ︵４３︶ 0.３0２ ︵５₈︶
₈３ ブラジル 0.₆４２ ︵₉₉︶ 0.４５₈ ︵４４︶
₈４ フランス＊ 0.₈４₈ ︵３₉︶ 0.１0２ ︵₈３︶
₈５ ブルガリア 0.₉３２ ︵ １ ︶ 0.0₇₇ ︵₉0︶
₈₆ ブルキナファソ 0.₇₆₈ ︵₇１︶ 0.₈₆₉ ︵１３︶
₈₇ ブルンジ 0.₇₉２ ︵₆３︶ 0.₉２₉ ︵ ３ ︶
₈₈ 米国＊ 0.₉１１ ︵ ５ ︶ 0.0５₆ ︵₉₇︶
₈₉ ベトナム 0.₇₉₆ ︵₆２︶ 0.５３４ ︵３₇︶
₉0 ベナン 0.₆２0 ︵１0３︶ 0.₇0５ ︵２５︶
₉１ ペルー 0.₈１４ ︵５₆︶ 0.３２₇ ︵５５︶
₉２ ベルギー＊ 0.₈４１ ︵４0︶ 0.0２５ ︵１0５︶
₉３ ポーランド＊ 0.₉１２ ︵ ４ ︶ 0.0₇0 ︵₉２︶
₉４ ボツワナ 0.₈５₇ ︵３３︶ 0.３₆0 ︵５１︶
₉５ ポルトガル＊ 0.₇３0 ︵₈４︶ 0.２３0 ︵₆４︶
₉₆ ホンジュラス 0.₇５₈ ︵₇₆︶ 0.５₆５ ︵３４︶
₉₇ マダガスカル 0.₆５₈ ︵₉₇︶ 0.₈１₉ ︵１₇︶
₉₈ マラウイ 0.５２３ ︵１0₇︶ 0.₈１３ ︵１₈︶
₉₉ マリ 0.₆₉₈ ︵₉１︶ 0.₈₆２ ︵１４︶
１00 マレーシア 0.₈₇₈ ︵２１︶ 0.0₈２ ︵₈₈︶
１0１ 南アフリカ 0.₈５₉ ︵２₉︶ 0.１₇５ ︵₇0︶
１0２ メキシコ＊ 0.₈₆３ ︵２₇︶ 0.１１５ ︵₈0︶
１0３ モーリシャス 0.₉0２ ︵１0︶ 0.１１４ ︵₈１︶
１0４ モーリタニア 0.₈₇１ ︵２４︶ 0.４0５ ︵４₈︶
１0５ モザンビーク 0.₈１５ ︵５５︶ 0.₉２0 ︵ ４ ︶
１0₆ モロッコ 0.₇１２ ︵₈₇︶ 0.１５２ ︵₇５︶
１0₇ モンゴリア 0.４₆₉ ︵１0₉︶ 0.0４３ ︵₉₉︶
１0₈ ヨルダン 0.₇４３ ︵₈１︶ 0.0２４ ︵１0₆︶
１0₉ ラオス 0.₇２0 ︵₈５︶ 0.₉１₉ ︵ ５ ︶
１１0 ラトビア 0.₆２₈ ︵１0２︶ 0.３５１ ︵５３︶
１１１ リトアニア 0.₈３₉ ︵４１︶ 0.１₇３ ︵₇１︶
１１２ リベリア 0.４１₇ ︵１１４︶ 0.₉１３ ︵ ₆ ︶
１１３ ルーマニア 0.₆₈₇ ︵₉４︶ 0.１５３ ︵₇４︶
１１４ ルクセンブルク＊ 0.₈₆₈ ︵２₆︶ 0.0３３ ︵１0３︶
１１５ ルワンダ 0.₇₇0 ︵₆₉︶ 0.₈₈４ ︵１0︶
１１₆ レソト 0.₇₆₉ ︵₇0︶ 0.４₈₇ ︵４１︶
１１₇ ロシア 0.₈５₈ ︵３0︶ 0.0３₆ ︵１0１︶
　注）カッコ内は順位である．
出所 ）効率値は筆者による計算（本文のモデル A）による．再生可能エネルギー比率は世界銀行 World Development 
Indicators ２0１₆による．国名に付された＊は４.２節の分析で先進国に分類されたことを示す．
